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株式会社リミックスポイント（証券コード：3825、本社：東京都港区六本木三丁目 2 番

1 号）（以下「当社」といいます。）の代表取締役社長 CEO 小田玄紀が、一般社団法人レジ

リエンスジャパン推進協議会が運営する、「地場・中小企業における感染症等災害リスクフ

ァイナンス推進戦略会議」の委員（以下、「当委員」といいます。）に任命されましたので、

お知らせいたします。  

 

 

■一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会とは  

 安倍内閣総理大臣が本部長、全閣僚が本部員を務める国土強靭化推進本部によって決定

された「国土強靭化基本計画（2014 年６月閣議決定）」（※）に基づき、産・学・官・民の

オールジャパンでのレジリエンス立国構築を目的として、2014 年 7 月に設立されました。 

 以来、国土強靭化に関する総合的な施策づくりやその推進に寄与すべく、産・学・官・

民からなる 20 以上のワーキンググループを立ち上げるとともに、シンポジウムやセミナ

ーの開催、ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）の創設等を通じ、政府と連

携して国土強靭化への理解の促進、普及・啓発に努めております。  

また、内閣官房国土強靭化推進室が、国土強靱化の趣旨に賛同し事業継続に関する取組

を積極的に行っている事業者を認証するため策定されたガイドラインに基づき、「国土強

靭化貢献団体認証」（レジリエンス認証）の認定組織として認められ、 2016 年４月より運

営を開始しています。  

 

（※）大規模な自然災害などに備えるため、事前防災や減災、迅速な復旧・復興につながる施策を計画

的に実施して、強くてしなやかな国づくりや地域づくりを進める取り組みのこと。  

 

 

 

＜団体概要＞  

組 織 名  ：  一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会  

所 在 地  ：  東京都千代田区麹町 3－7－10 浅野ビル本館 4 階  

設 立 年 月  ：  平成 26 年 7 月  

事 業 内 容  ：  レジリエンスに関する国民運動の推進等  

 

当社代表取締役社長 CEO 小田  玄紀が 

一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会が運営する 

「感染症等災害リスクファイナンス推進戦略会議」の委員に任命されました 



 
※業界団体を中心に経済、金融、教育、医療、エネルギーなど、あらゆる分野の団体が幹

事団体として就任しております。幹事団体等の一覧は下記 URL をご参照ください。  

 

幹事団体一覧：http://www.resilience-jp.biz/organizations/  

 正会員および WG 委員企業・団体：http://www.resilience-jp.biz/member/  

 

 

■「地場・中小企業における感染症等災害リスクファイナンス推進戦略会議」とは  

 

＜概要＞  

今般の新型コロナウイルス感染症や、大地震等の災害に、地域に根ざした企業や中小企

業が備えるための、保険や共済等、新たなリスクファイナンスの仕組みづくりを目的とし

て、一般社団法人レジリエンスジャパン推進協議会によって立ち上げられました。  

 

■当委員に就任した経緯  

 当社における、省エネコンサルティング事業においては、これまで培ってきた省エネル

ギー補助金活用に関するノウハウ、電力売買事業での実績および顧客・代理店ネットワー

クをベースに据え、「エネルギー・環境×防災・減災」をテーマに、省エネルギー商材や蓄

電池・非常用発電設備の販売などを積極的に展開しております。また、当社連結子会社（孫

会社）である株式会社ビットポイントジャパン（以下、「BPJ」といいます。）は、暗号資

産交換業者（仮想通貨交換業者）として、暗号資産（仮想通貨）の現物取引、証拠金取引、

送受金等に関するサービスを提供しております。  

省エネコンサルティング事業におけるノウハウと経験、また BPJ における暗号資産交換

業で培ったブロックチェーンに関するナレッジと技術を生かし、感染症への備えを含む災

害リスクファイナンスのあり方に関する意見を積極的に発信してほしいという観点から、

当委員に任命されたものです。  

 

今後、様々な災害が発生する際にファイナンスの観点から BCP プランを作成すること

が全国的に求められます。今回の委員就任にあたり、小田は以下のとおり表明しておりま

す。  

 

『新型コロナウイルスにより、従来当たり前と思われていた価値観や対策が当たり前で

なくなることが明らかになりました。日本においては新型コロナウイルス以外にも様々な

災害と戦う必要があります。まさにこうした災害に対してファイナンスの観点から平時か

ら如何にして備えるかということが大事だと思います。保険・互助会様々な方法を組み合

わせて、災害に備えたリスクファイナンスのあり方を提言して参ります』  

 

リミックスポイントグループでは、今後も SDGs 推進企業としてエネルギー問題や感染

症対策に邁進し、社会の持続性に役立つサービス・事業を実現してまいります。  

これからのリミックスポイントグループの取り組みにご期待ください。  

 

＜本件に関するお問い合せ先＞  

株式会社リミックスポイント  

経営管理部  広報担当  

TEL：03-6303-0280 

 

http://www.resilience-jp.biz/organizations/
http://www.resilience-jp.biz/member/

